
２８年度の財務状況  

 平成 28 年度の財務状況は、財政計画に基づき収入増、支出抑制の予算編成

を行った。その結果、収入については、教育活動外収入及び特別収入は増収に

なったが、教育活動収入の減収により、総額では前年度比 1,260 万円減の 13
億 8,700 万円になった。  
 支出については、抑制に努めた結果、教育活動外支出は 20 万円、特別支出

は 160 万円の減少になったが、教育活動支出が 470 万円増加したことにより、

総額では前年度比 290 万円増の 13 億 800 万円となった。  
 以上の結果、28 年度の基本金組入前当年度収支差額（事業活動収入 13 億

8,700 万円－事業活動支出 13 億 800 万円）は 7,900 万円の収入超過となり、

事業活動収支差額比率（旧  帰属収支差額比率）はプラス 5.7％となった。  
 この基本金組入前当年度収支差額から基本金組入額 1 億 4,600 万円を控除

した当年度収支差額は、6,700 万円の支出超過となった。  
 

財務比率  

平成 24 年度から 26 年度までの 3 ヵ年連続消費収支計算書及び平成 27 年

度・28 年度の 2 ヵ年連続事業活動収支計算書は（表 1-1）、(表 1-2)のとおりで

ある。  
5 ヵ年連続財務比率は（表 2）のとおりである。事業活動収支差額比率は、

プラスの状態を継続しており、平成 26 年度は過去最高のプラス 7.6％を計上

することができたが、平成 28 年度はやや低下しているものの 5.7％を計上す

ることができた。  
 
※平成 27 年度に学校法人会計基準が改正されました。 

 （表１-1）として平成 24 年度から平成 26 年度の消費収支計算書、（表 1-2）として 

平成 27 年度、28 年度の事業活動収支計算書を掲載しています。 

 また、（表 2）の 5 ヵ年連続財務比率は、学校法人会計基準改正後の財務比率で作

成しています。 
 
資産の状況については、貸借対照表関係比率から見た財務状況は（表 2）の

上段のとおりである。  
 この比率を全国大学平均と比較してみると、運用資産余裕比率は高く、負債

比率及び総負債比率は低いが、全国平均の比率と比較してほぼ健全性が保たれ

ている。  
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平成２８年度決算報告  

 １．資金収支計算書 （表３）  
 本年度の資金収支の決算規模は、37 億 1,700 万円となり、前年度比 2 億

6,900 万円増となった。  
前年度繰越支払資金を除く当年度の収入額は、23 億 800 万円であり、これ

に対して当年度支出額は、23 億 1,300 万円になったので、翌年度繰越支払資

金は前年度比 500 万円減の 14 億 400 万円となった。  
 

 ２．事業活動収支計算書 （表４）  
 事業活動収入は 13 億 8,700 万円となり、前年度比 1,300 万円減となった。 
当年度の事業活動支出は 13 億 800 万円であったため、当年度の基本金組入前

当年度収支差額は 7,900 万円の収入超過となり、これから基本金組入額 1 億

4,600 万円を控除した当年度収支差額は 6,700 万円の支出超過となった。  
 

以上の事業活動収支計算書に基づく財務比率は次のとおりであり、事業活動

収支差額比率は前年度を 1.1 ポイント下回ったが、全国平均（医歯系を除く 27
年度）4.7％と比較すると 1.0 ポイント、上回っている。  

  
 財務比率  平成 27 年度  平成 28 年度  全国平均 (27 年度 ) 
人件費比率     51.6 ％     53.0 ％     53.7 ％  
人件費依存率     64.3    65.1    73.0 
事業活動収支差額比率       6.8       5.7      4.7 
基本金組入後収支比率      96.5    105.3    108.6 
※全国平均は大学法人（医歯系を除く）  
 

３．貸借対照表 （表５）  
【資産の部】  
 固定資産は、前年度末比 7,400 万円増の 84 億 8,100 万円である。  
 有形固定資産は、講堂の改修工事、食品学科の大型機器の買換等を行ったが、

前年度末比 3,600 万円減の 57 億 400 万円となった。  
特定資産は、減価償却引当特定資産及び退職給与引当特定資産の繰入により、

前年度末比 1,900 万円増の 4 億 3,700 万円となった。  
その他の固定資産は、有価証券の増額により、前年度末比 9,200 万円増の

23 億 4,000 万円となった。  
 流動資産は、前年度末比 1,900 万円減の 14 億 1,800 万円で、そのうち現金

預金は 500 万円減の 14 億 400 万円となった。  
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 資産の部合計は、99 億円であり、前年度末比 5,600 万円の増加となった。  
【負債の部】  
 固定負債は、長期借入金の計画返済などにより 1,100 万円減の 3 億 9,200 万

円、流動負債は前受金の減少などにより 1,300 万円減の 6 億 100 万円となり、

負債の部合計は 2,400 万円減の 9 億 9,200 万円となった。  
【純資産の部】  
 基本金は、1 号基本金が 1 億 4,600 万円増の 92 億 3,600 万円、4 号基本金

は会計基準の改正等により 4,200 万円減の 8,800 万円で合計額は 93 億 2,400
万円となった。  
 翌年度繰越収支差額は、支出超過額が 2,400 万円増加したので、支出超過額

が 4 億 1,700 万円となり、純資産の部合計は 8,000 万円増の 89 億 700 万円と

なった。  
 
４．財産目録 （表６）  
 資産は、基本財産が 57 億 6,500 万円であり、うち有形固定資産は 57 億 400
万円、その他の固定資産は 6,100 万円である。運用財産は 37 億 9,400 万円、

収益事業用財産は 3 億 4,800 万円となっている。資産の部合計額は前年度末

比 5,600 万円増の 99 億 700 万円である。  
 負債は、固定負債が 3 億 9,200 万円、流動負債 6 億 100 万円、収益事業用

負債 640 万円で、負債の部合計は 9 億 9,900 万円である。  
 資産の部合計から負債の部合計を差し引いた正味財産は 89 億 900 万円とな

り、前年度末より 8,000 万円増加した。  
 
                            以 上  
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（表　１－１） （表　１－２）

３ヵ年連続消費収支計算書(２８年度）

全国平均 全国平均

金　額 構成比率 金　額 構成比率 金　額 構成比率 医歯系を除く 金　額 構成比率 金　額 構成比率 医歯系を除く

収入の部 千円 % 千円 % 千円 % % （教育活動収支・収入の部） 千円 % 千円 % %

学生納付金収入 1,048,125 75.2 1,122,634 76.8 1,173,056 81.5 69.5 学生納付金 1,117,494 79.8 1,114,035 80.3 71.2

手数料収入 31,033 2.2 23,097 1.6 22,737 1.6 2.3 手数料 22,666 1.6 20,280 1.5 2.1

寄付金収入 10,639 0.8 10,820 0.7 10,714 0.7 3.9 寄付金 3,730 0.3 6,374 0.5 1.3

補助金収入 171,929 12.3 157,819 10.8 147,682 10.3 12.2 経常費等補助金 144,752 10.3 141,674 10.2 11.6

資産運用収入 26,977 1.9 36,499 2.5 49,610 3.4 2.5 付随事業収入 10,605 0.8 11,814 0.9 5.2

資産売却差額 228 0.0 11,859 0.8 21 0.0 1.8 雑収入 37,279 2.7 15,371 1.1 3.0

事業収入 10,712 0.8 11,829 0.8 18,939 1.3 4.8 教育活動収入計 1,336,526 95.5 1,309,548 94.4 94.7

雑収入 94,875 6.8 87,869 6.0 16,348 1.1 2.9 （教育活動収支・支出の部）

帰属収入 1,394,518 100.0 1,462,426 100.0 1,439,107 100.0 100.0 人件費 718,956 51.4 724,760 52.2 51.9

基本金組入額 0 0.0 △ 119,019 △ 8.1 △ 229,631 △ 16.0 △ 13.6 教育研究経費 469,796 33.6 464,868 33.5 32.1

消費収入合計 1,394,518 100.0 1,343,407 91.9 1,209,476 84.0 86.4 管理経費 107,821 7.7 115,042 8.3 8.9

徴収不能額等 4,060 0.3 667 0.0 0.1

支出の部 教育活動支出計 1,300,633 92.9 1,305,337 94.1 93.0

人件費支出 795,858 57.1 782,114 53.5 705,740 49.0 50.9 （教育活動外収支・収入の部）

教育研究経費支出 436,638 31.3 459,266 31.4 491,096 34.1 31.2 受取利息・配当金 53,127 3.8 55,053 4.0 1.8

（うち減価償却額） (186,976) (13.4) (177,544) (12.1) (196,362) (13.6) (9.6) その他の教育活動外収入 3,200 0.2 2,700 0.2 0.1

管理経費支出 103,725 7.4 105,488 7.2 109,686 7.6 9.0 教育活動外収入計 56,327 4.0 57,753 4.2 1.9

（うち減価償却額） (10,215) (0.7) (9,066) (0.6) (9,739) (0.7) (1.1) （教育活動外収支・支出の部）

借入金利息支出 2,859 0.2 2,640 0.2 2,419 0.2 0.2 借入金等利息 2,199 0.2 1,980 0.1 0.2

資産処分差額 24,574 1.8 13,377 0.9 18,718 1.3 1.5 その他の教育活動外支出 0 0.0 0 0.0 0.1

徴収不能額 3,658 0.3 1,990 0.1 2,220 0.2 0.1 教育活動外支出計 2,199 0.2 1,980 0.1 0.3

（予備費） （特別収支・収入の部）

消費支出合計 1,367,312 98.0 1,364,875 93.3 1,329,879 92.4 92.8 資産売却差額 0 0.0 0 0.0 1.1

当年度消費収支差額 27,206 △ 21,468 △ 120,403 その他の特別収入 7,117 0.5 20,076 1.4 2.3

前年度繰越消費収支超過額 △ 514,588 △ 318,463 △ 319,678 特別収入計 7,117 0.5 20,076 1.4 3.4

基本金取崩額 168,919 20,253 （特別収支・支出の部）

翌年度繰越消費収支超過額 △ 318,463 △ 319,678 △ 440,081 資産処分差額 2,065 0.1 455 0.0 1.8

その他の特別支出 0 0.0 0 0.0 0.2

人件費依存率 75.9 69.7 60.2 73.3 特別支出計 2,065 0.1 455 0.0 2.0

人件費比率 57.1 53.5 49.0 50.9 基本金組入前当年度収支差額 95,073 6.8 79,605 5.7 4.7

帰属収支差額比率 2.0 6.7 7.6 7.2 基本金組入額合計 △ 47,239 △ 3.4 △ 145,910 △ 10.5 △ 12.2

消費収支比率 98.0 101.6 110.0 107.5 当年度収支差額 47,834 3.4 △ 66,305 △ 4.8 △ 7.6

前年度繰越収支差額 △ 440,081 △ 31.4 △ 392,247 △ 28.3 △ 66.7

※全国平均は日本私立学校振興・共済事業団「今日の私学財政」大学法人（医歯系を除く）２６年度 基本金取崩額 0 0.0 42,000 3.0 3.3
翌年度繰越収支差額 △ 392,247 △ 28.0 △ 416,552 △ 30 △ 71

※全国平均は日本私立学校振興・共済事業団「今日の私学財政」大学法人（医歯系を除く）２７年度

平成２６年度

２ヵ年連続事業活動収支計算書(２８年度）

平成２７年度 平成２８年度平成２４年度 平成２５年度
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（表　２）

５ヵ年連続財務比率

固 定 資 産 固 定 資 産
構 成 比 率 総 資 産
有 形 固 定 資 産 有 形 固 定 資 産
構 成 比 率 総 資 産
特 定 資 産 特 定 資 産
構 成 比 率 総 資 産
流 動 資 産 流 動 資 産
構 成 比 率 総 資 産
固 定 負 債 固 定 負 債
構 成 比 率 総 負 債 ＋ 純 資 産
流 動 負 債 流 動 負 債
構 成 比 率 総 負 債 ＋ 純 資 産
内 部 留 保 運 用 資 産 － 総 負 債
資 産 比 率 総 資 産
運 用 資 産 運 用 資 産 － 外 部 負債
余 裕 比 率 経 常 支 出
純 資 産 純 資 産
構 成 比 率 総 負 債 ＋ 純 資 産
繰 越 収 支 差 額 繰 越 収 支 差 額
構 成 比 率 総 負 債 ＋ 純 資 産

固 定 資 産
純 資 産

固 定 長 期 固 定 資 産
適 合 率 純 資 産 ＋ 固 定 負 債

流 動 資 産
流 動 負 債
総 負 債
総 資 産
総 負 債
純 資 産
現 金 預 金
前 受 金

退 職 給 与 引 当 退 職 給 与 引 当 特定 資産

特定資産保有率 退 職 給 与 引 当 金
基 本 金
基 本 金 要 組 入 額
減価償却累計額(図書を除く)

減価償却資産取得価額 (図書を除く )

運 用 資 産
要 積 立 額
人 件 費
経 常 収 入
人 件 費
学 生 生 徒 等 納 付 金

教 育 研 究 教 育 研 究 経 費
経 費 比 率 経 常 収 入

管 理 経 費
経 常 収 入

借 入 金 等 借 入 金 等 利 息
利 息 比 率 経 常 収 入
事 業 活 動 収 支 基本金組入前当年度収支差額

差 額 比 率 事 業 活 動 収 入
基 本 金 組 入 後 事 業 活 動 支 出
収 支 比 率 事業活動収入－基本金組入額

学 生 生 徒 等 学 生 生 徒 等 納 付 金
納 付 金 比 率 経 常 収 入

寄 付 金
事 業 活 動 収 入
教育活動収支の寄付金
経 常 収 入
補 助 金
事 業 活 動 収 入
教育活動収支の補助金
経 常 収 入
基 本 金 組 入 額
事 業 活 動 収 入
減 価 償 却 額
経 常 支 出
経 常 収 支 差 額
経 常 収 入

教 育 活 動 収 支 教 育 活 動 収 支 差 額
差 額 比 率 教 育 活 動 収 入

※全国平均は大学法人（医歯系を除く）２７年度 △ 高い値が良い　▼ 低い値が良い　～ どちらともいえない

10.4 10.4 12.0

7.6 4.7

7.5 7.3 7.7 9.3

82.175.5 77.8

12.3 10.8 10.3

10.2

△

経常収支差額比率 3.2 6.3 8.2 6.5 4.4 3.4 △

1.8 4.4 5.5 2.7 0.3 1.8

97.3 99.2 97.1 98.7 97.3 80.2 △

経常寄付金比率 0.3 0.2 0.2 0.3 0.5 1.4 △

98.0 101.6 110.0 108.6

▼

2.0 6.7

75.9

（単位；パーセント）

△

△

▼

△

▼

△

△

▼

▼

1.82.7

89.7

△

全国平均

86.5 ▼

12.5 △
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▼

～

0.0 8.1 16.0 12.23.4

16.0

1.4
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10.5

15.9

0.8 0.7 0.7 2.30.8

10.3

14.7 13.8 15.7 11.8

△12.4 10.9

△

0.2 0.2 0.2 0.20.2

6.8

96.5

0.1

5.7

105.3

▼

31.5 31.8 34.4 33.233.7

7.7

34.0

8.4

69.7 60.2 73.0 ▼

57.4 54.2 49.4 53.751.6
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53.0

65.1

46.0 45.3 49.0 ～

98.4 98.5 98.7 97.298.8
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99.0

49.547.9

△
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11.1

275.7
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10.7 10.8 10.4 12.510.3

11.5

8.1 6.7 7.1 68.8

▼

△ 3.3 △ 3.3 △ 4.5 △ 13.6△ 4.0

95.2

288.8 200.4 225.3 254.1 △

97.7 93.0 91.7 91.491.1

234.3

△ 4.2

95.2

91.2

236.2

△

89.3 89.2 89.6 87.5 △

2.4 2.4 2.5

▼

24.9 24.2 24.4 23.9 △

6.1 6.5 6.2 5.36.2

26.8

4.2

82.3 87.0 86.0

58.8

13.0

60.6

4.6

5.2

17.7

２４年度

▼

２６年度

59.7

２７年度

7.2

3.2 21.3

▼4.4

3.8

13.5 △

△

85.4

58.3

4.2

14.6

4.1

２５年度 ２８年度

85.7

57.6

4.4

14.3

61.2

14.0

92.2 97.6 96.0 98.9

12.0 12.2 11.7 14.3

4.0

6.1

28.1

2.8

90.0

区　　　　　　　　　　　　分

人 件 費 依 存 率

管 理 経 費 比 率

寄 付 金 比 率

前 受 金 保 有 率

基 本 金 比 率

減 価 償 却 比 率

人 件 費 比 率

固 定 比 率

流 動 比 率

総 負 債 比 率

負 債 比 率

積 立 率

事

業

活

動

収

支

計

算

書

関

係

比

率

貸

借

対

照

表

関

係

比

率

経常補助金比率

基 本 金 組 入 率

減価償却費比率

補 助 金 比 率
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（表　　３）

（単位　千円）

1,106,721 1,114,035 △ 7,314

22,800 20,280 2,520

17,000 16,196 804

149,268 149,268 0

国庫補助金収入 94,468 94,468 0

都県補助金収入 53,385 53,385 0

区市補助金収入 1,415 1,415 0

500,000 500,000 0

13,770 14,499 △ 729

31,000 55,053 △ 24,053

14,136 15,370 △ 1,234

0 0 0

525,075 509,242 15,833

445,314 446,135 △ 821

△ 529,684 △ 532,438 2,754

1,409,079 1,409,079

3,704,479 3,716,719 △ 12,240

710,510 723,559 △ 13,049

279,213 265,809 13,404

100,233 105,398 △ 5,165

1,980 1,980 0

12,220 12,220 0

85,252 78,362 6,890

102,498 91,850 10,648

1,030,000 1,031,345 △ 1,345

24,450 24,578 △ 128

10,000 10,000

△ 21,629 △ 22,510 881

1,369,752 1,404,128 △ 34,376

3,704,479 3,716,719 △ 12,240

差　　　異

人 件 費 支 出

教 育 研 究 経 費 支 出

資 金 収 入 調 整 勘 定

前 年 度 繰 越 支 払 資 金

収 入 の 部 合 計

予   　算 決　　　算

受 取 利 息 ・ 配 当 金 収 入

支
　
　
出
　
　
の
　
　
部

科　　　　　目

借 入 金 等 利 息 支 出

借 入 金 等 返 済 支 出

施 設 関 係 支 出

管 理 経 費 支 出

支 出 の 部 合 計

設 備 関 係 支 出

資 産 運 用 支 出

そ の 他 の 支 出

〔予　　備　　費〕

資 金 支 出 調 整 勘 定

翌 年 度 繰 越 支 払 資 金

前 受 金 収 入

そ の 他 の 収 入

借 入 金 等 収 入

雑 収 入

資　金　収　支　計　算　書
平成２８年　４月　１日から
平成２９年　３月３１日まで

収
　
　
入
　
　
の
　
　
部

科　　　　　目 予　　　算 決　　　算 差　　　異

学 生 生 徒 等 納 付 金 収 入

手 数 料 収 入

寄 付 金 収 入

補 助 金 収 入

資 産 売 却 収 入

付随事業・収益事業収入
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（単位　千円）

予　　　　算 決　　　　算 差　　　　異

学生生徒等納付金 1,106,721 1,114,035 △ 7,314

手数料 22,800 20,280 2,520

寄付金 7,400 6,374 1,026

経常費等補助金 141,674 141,674 0

　　国庫補助金 86,874 86,874 0

　　都県補助金 53,385 53,385 0

　　区市補助金 1,415 1,415 0

付随事業収入 10,770 11,814 △ 1,044

雑収入 14,136 15,371 △ 1,235

1,303,501 1,309,548 △ 6,047

人件費 724,724 724,760 △ 36

教育研究経費 484,270 464,868 19,402

管理経費 108,997 115,042 △ 6,045

徴収不能額等 0 667 △ 667

1,317,991 1,305,337 12,654

△ 14,490 4,211 △ 18,701

受取利息・配当金 31,000 55,053 △ 24,053

その他の教育活動外収入 3,000 2,700 300

34,000 57,753 △ 23,753

借入金等利息 1,980 1,980 0

その他の教育活動外支出 0 0 0

1,980 1,980 0

32,020 55,773 △ 23,753

17,530 59,984 △ 42,454

資産売却差額 0 0 0

その他の特別収入 20,634 20,076 558

20,634 20,076 558

資産処分差額 1,300 455 845

その他の特別支出 0 0 0

1,300 455 845

19,334 19,621 △ 287

6,000 0 6,000

30,864 79,605 △ 48,741

△ 138,508 △ 145,910 7,402

△ 107,644 △ 66,305 △ 41,339

△ 392,247 △ 392,247 0

0 42,000 △ 42,000

△ 499,891 △ 416,552 △ 83,339

教

育

活

動

収

支

教

育

活

動

外

収

支

（表　４）

事業活動支出の部

特 別 収 支 差 額

経 常 収 支 差 額

教 育 活 動 外 収 入 計

教 育 活 動 外 支 出 計

事業活動収入の部

特 別 収 入 計

事　業　活　動　収　支　計　算　書

平成２８年　４月　１日から

特

別

収

支

科　　　　　目

特 別 支 出 計

平成２９年　３月３１日まで

予 備 費

基本金組入前当年度収支差額

基 本 金 組 入 額 合 計

当 年 度 収 支 差 額

前 年 度 繰 越 収 支 差 額

翌 年 度 繰 越 収 支 差 額

基 本 金 取 崩 額

事業活動収入の部

事業活動支出の部

教 育 活 動 外 収 支 差 額

事業活動収入の部

事業活動支出の部

教 育 活 動 収 入 計

教 育 活 動 支 出 計

教 育 活 動 収 支 差 額
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（表　　５）

（単位　千 円）

8,481,196 8,406,844 74,352

有　形　固　定　資　産 5,704,406 5,740,691 △ 36,285

土　地 1,889,400 1,889,400 0

建　物 3,320,761 3,398,204 △ 77,443

その他の有形固定資産 494,245 453,087 41,158

特定資産 436,538 417,906 18,632

その他の固定資産 2,340,252 2,248,247 92,005

1,418,314 1,436,891 △ 18,577

現　金　預　金 1,404,128 1,409,079 △ 4,951

その他の流動資産 14,186 27,812 △ 13,626

9,899,510 9,843,735 55,775

391,732 402,751 △ 11,019

長期借入金 85,540 97,760 △ 12,220

その他の固定負債 306,192 304,991 1,201

600,509 613,320 △ 12,811

短期借入金 12,220 12,220 0

その他の流動負債 588,289 601,100 △ 12,811

992,241 1,016,071 △ 23,830

9,323,822 9,219,911 103,911

9,235,822 9,089,911 145,911

88,000 130,000 △ 42,000

△ 416,553 △ 392,247 △ 24,306

8,907,269 8,827,664 79,605

9,899,510 9,843,735 55,775負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

　　翌年度繰越収支差額

純 資 産 の 部 合 計

　　第４号基本金

繰 越 収 支 差 額

　　第１号基本金

前 年 度 末 増　　減

固 定 負 債

流 動 負 債

負 債 の 部 合 計

純 資 産 の 部

本 年 度 末

科　　　　　　　目 本 年 度 末 前 年 度 末 増　　減

基　　 本 　　金

固 定 資 産

流 動 資 産

資 産 の 部 合 計

負 債 の 部

科　　　　　　　目

貸　借　対　照　表

平成２９年３月３１日

資 産 の 部

科　　　　　　　目 本 年 度 末 前 年 度 末 増　　減
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（表　６）

単位　千円

Ⅰ資産総額 9,907,380
　内　基本財産 5,765,166
　　　運用財産 3,793,936
　　　収益事業財産 348,278
Ⅱ負債総額 998,677
Ⅲ正味財産 8,908,703

基本財産 5,765,166
　　有形固定資産 5,704,406

土地 1,889,400
建物 3,320,761
構築物 59,087
教研機器備品 252,966
管理用機器備品 12,638
図書 167,865
車両 1,689

　　その他の固定資産 60,760
借地権 59,900
電話加入権 860

運用財産 3,793,936
現金預金 1,404,128
定期預金 330,000
有価証券 1,600,000
差入保証金 9,084
退職給与引当特定資産 24,460
減価償却引当特定資産 412,078
未収入金 10,418
販売用品 62
前払金 3,192
仮払金 514

収益事業用財産 348,278
土地 185,313
建物 145,825
構築物 288
現金預金 16,830
前払金 22

資産の部合計（A） 9,907,380

固定負債 391,732
長期借入金 85,540
退職給与引当金 306,192

流動負債 600,510
短期借入金 12,220
未払金 19,582
前受金 509,242
預り金 52,977
研修旅行費預り金 6,489

収益事業用負債 6,435
前受金 1,296
未払法人税 139
預り保証金 5,000

負債の部合計（B) 998,677

　正　味　財　産（A)-（B) 8,908,703

財産目録　　　28年度
（　総　括　表　）

(平成29年3月31日現在)

正味財産

土地

19.1%

建物

33.5%

その他の

有形固定

資産

5.0%

その他の

固定資産

0.6%

現金預金

14.2%

有価証券

16.1%

その他の

運用財産

8.0%

収益事業

用財産

3.5%

■基本財産
■運用財産
■収益事業用財産

資産

長期借入金

8.6%

退職給与引

当金

30.7%前受金

51.0%

その他の流

動負債

9.1%

収益事業用

負債

0.6%

■固定負債
■流動負債
■収益事業用負債

負債
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平成 29年 5月 24日

学校法人　東京聖栄大学

理 事 会

評議員会

　監事　飯　島　　満　信　　㊞

　監事　中　村　　甫　尚　　㊞

業務及び財産の状況について監査した。

書類について検討するなど、必要と思われる監査手続を実施した。

り、計算書類（資金収支計算書、消費収支計算書、貸借対照表及び附属明細表）

違反する重大な事実はないものと認める。

　　　　　以　上

東京聖栄大学の平成２８年度 (平成28年4月1日から平成29年3月31日まで）の

監　査　報　告　書

　御中

学校法人　東京聖栄大学

私たちは、学校法人東京聖栄大学の監事として、私立学校法第３７条第３項

及び学校法人東京聖栄大学寄附行為第７条第４項の規定に基づき、学校法人

私たちは監査にあたり、理事会及び評議員会に出席し、理事から業務の報告

を聴取し、重要な決裁書類等を閲覧するとともに、会計監査人と連携し、計算

監査の結果、学校法人東京聖栄大学の業務に関する決定及び執行は適切であ

並びに財産目録は、会計帳簿の記載と合致し、その収支及び財産の状況を正し

く示しており、業務又は財産に関し不正の行為又は法令若しくは寄附行為に
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